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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、日本の中・高校生の持つ法的知識や意見に基づいた法教育プログラ
ムの開発にある。本研究では、日本の高校生を対象とした質問紙調査を実施した。その調査結果では、法知識は
正しく有していても、法意見は反対の考え方を示すなど、「法知識と法意見の乖離」が生じている項目が散見さ
れた。本研究では、「法知識と法意見の乖離」が生じている「黙秘権」と「自白強要の禁止」について、授業を
開発し、それを実施した。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to develop a law-related education program 
based on the legal knowledge and legal opinion of high school students in Japan.In this research, a 
questionnaire survey was conducted for high school students in Japan. In the survey results, items 
such as indicating legal opinions against opposing ideas, even though legal knowledge was correctly 
found. In this research, in particular, we developed program on "right of silent" and "prohibits of 
coerced confession" in which there is a gap between legal knowledge and law opinion.

研究分野：社会科教育学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
（1）社会的要請としての法教育の充実 
 学習指導要領改訂の「指針」として当時示
された「育成すべき資質・能力を踏まえた教
育目標・内容と評価の在り方に関する検討
会」報告によると、そこでは、「児童・生徒
に育成すべき資質・能力」を示した上で、各
教科等でどのような教育目標・内容を取り扱
うべきか検討すべきとした。当時示された報
告書には、育成すべき資質・能力の一つに
OECDが示す「キー・コンピテンシー」を取
り上げていた。「キー・コンピテンシー」に
は、「紛争を処理し、解決する」「自らの権利、
利害、限界やニーズを表明する」能力等が取
り上げられていて、これらの能力等は法教育
でのみ育成可能なものである。また、教科化
された道徳においても、規範意識の涵養にお
いて法教育に一定の役割が期待されていた。
このような状況から、引き続き、法教育の充
実が目指されていたと整理出来る。 
 
（2）「子どもの現実」を直視した法教育研究
の必要性 
 他方、これまでの日本の法教育研究は、外
国研究、開発研究として行われることが多か
った。外国研究としての法教育研究は、アメ
リカ合衆国の法教育研究がその中心であっ
た。日本の法教育研究の進展にアメリカ合衆
国の法教育研究が一定の役割があったこと
は否定できない。しかし、「アメリカ研究」
はあくまで「アメリカの論理」に基づく研究
である。日本の子どもの「実態」に即したカ
リキュラム開発研究が行われる必要がある
が、当時の日本の法教育研究には、そのこと
を主眼に置いた研究が我々の研究以外に無
かった。 
 
（3）小学生の「実態」だけではなく中・高
校生の「実態」把握の必要性 
 我々は、科学研究費（基盤研究 B）を取得
し、「法・心理・教育研究者の協同による小
学生の発達段階に対応する法教育プログラ
開発」を研究課題に取り上げた研究を進めて
きた（2012-04-01 – 2015-03-31）。この研
究では、「みんなのことはみんなで決める」
「ただし少数意見は尊重すべきである」と
いった民主主義の原則等に関する調査を行
い、各々の学年の児童がどのような認識を
持っているのかを明らかにした。他方、法
に関する知識を本格的に学ぶ段階にある中
学校・高等学校では、法に関する知識をど
の程度、身につけているのか、生徒の法意
見や法意識はどのようなものなのかに関す
る調査は手つかずの状況であった。本研究
は、その手つかずの分野を開拓することを
目的とした研究であった。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、法教育の充実が現代教育にお
いて重要であるという認識を前提に、中学生

及び高等学校の生徒を対象とした「法認識」
（ここで言う「法認識」とは、法に関する知
識及び意見、意識を指すものとする）調査の
結果を踏まえた法教育プログラムを開発す
ることにあった。このような研究を行うこと
で、①現代の生徒の「法認識」の現状を把握
することが可能になること、②現代の生徒の
「法認識」を踏まえた実効性のある教育プロ
グラムを開発し、提供できる。これら二つの
学術的特色を持った研究であった。 
 
３．研究の方法 
（1）「法認識」質問紙作成の準備（2015 年度） 
①日本で使用されている教科書に示される
法知識の整理 
 現在日本で使用されている中学校社会（公
民的分野）の教科書に示されている法知識を
ピックアップし、その「示された方」を整理
する。その際、全ての教科書に共通して示さ
れている法知識をピックアップし、基礎的・
基本的な法知識・概念を措定する（担当：土
井、根本、橋本）。以下、橋本は全てを担当。 
②問うべき法意見の整理 
 基礎的・基本的な法知識・概念と対になる
法意見を整理する（担当：土井、根本）。本
研究では、法知識とそれに対応する法意見を
生徒に問うことで、「法知識は正しいが、そ
れに対応する法意見が異なる」項目はどの項
目なのかをあぶり出すことで、「なぜそのよ
うな状況なのか」を考察し、その状況を勘案
し、その「課題」を克服する法教育プログラ
ムの開発を目指すこととした。 
③問うべき法意識の整理 
 法社会学の学問分野では、成人を対象とし
た法意識調査を行ってきた。その事実をふま
え、「どのような法意識項目を調査すべきか」
について、高校生の発達段階を踏まえ、洗い
出しを行った（担当：橋場、佐伯）。 
 
（2）質問紙原案の作成（2015 年度） 
 学校現場の教員へのヒアリング（問いの表
現方法、問題を解くのにかかる時間等）や、
（1）の作業内容を踏まえ、教育社会学にお
ける研究成果を活用し、調査項目の原案を作
成した（担当：土井、根本、佐伯、小山、橋
場）。 
 
（3）予備調査の実施と修正、分析(2015 年～
2016 年度) 
 作成した質問紙原案について、予備調査を
行うことで、法知識の問いが適切なものだっ
たのか、問いが生徒に誤解を生じさせていな
かったのか、時間配分は適切だったのかを確
かめることが可能になる。本研究では、東京
都立の中堅高校で予備調査（約 400人）を行
い、調査結果を踏まえ、質問紙の修正を行っ
た（担当：土井、根本、佐伯、小山、橋場）。
また、予備調査の結果について、その傾向を
分析した（担当：研究分担者：小山、佐伯） 
 



（4）本調査の実施（2016 年 9 月～2017 年 3
月） 
5 都府県 14 高校 2700 人を対象に本調査を
行い、その結果を分析した（担当：小山、佐
伯、小澤）。 
 
（5）本調査を受けて法知識と法意見に乖離
が見られる項目について、その理由の吟味と、
その乖離を解消するための法教育プログラ
ム開発（2017 年度） 
 本調査を受けて、「法知識は正しいが法意
見はその知識とは異なる」項目について、そ
の理由を何かを検討し（担当：全員）、その
齟齬を解消するための法教育プログラムを
開発した（担当：根本、土井）。 
 
（6）開発したプログラムの実施とその授業
を受けた生徒の前後の認識の調査、分析
（2017 年度） 
 開発した授業を 2校で実施し、その効果を
測定するために、質問紙調査を行った（担
当：根本、土井）。また、そのアンケート調
査等の結果を分析した（担当：吉村、三浦、
中原、渡部、桑原、磯山）。 
 
４．研究成果 
（1）質問紙調査(2600 人調査)の結果 
 本研究においては、質問紙調査は、分析を
行う余裕がなく、高校生のみを対象として行
った。調査の全体的な傾向等は、朝日新聞
2017年 4月「自白強要は仕方ない？高校生
7 割が肯定的」等でも報道されたが、本稿で
は、先述した「法知識と法意見の乖離」が見
られた項目に絞って、その結果を論じたい。
「乖離」が見られたのは下記の項目であった。 
 ①（法知識）国民主権とは、国の政治のあ
り方を最終的に決める力が国民にあること
をいう（正解○） と （法意見）18 歳になり
選挙権を得れば、毎回投票に行こうと思う。 
 ②（法知識）日本国憲法は、国や社会全体
のために役立つかどうかによって、人間の価
値が決まるという考え方に基づいている（正
解×） と （法意見）たとえ親に強く反対さ
れても大切にしたい自分の夢がある。 
 ③（法知識）人権は、国が国民に対して特
別に与えた権利であるから、憲法の条文で個
別に掲げられているものだけが保障される
（正解×） と （法意見）将来、裁判員に選
ばれた場合、必ず参加しようと思う。 
 ④（法知識）人権は、人が生まれながらに
してもつ権利で、侵すことのできないもので
あるから、法律によって制限することができ
ない（正解×） と （法意見）それぞれが自
分の権利や自由を主張すると、みんなの調和
を乱し、全体の利益や秩序が損なわれること
になると思う。 
 ⑤（法知識）政治が誤った意見に基づいて
行われることのないように、政治にかかわる
意見を言う自由は、他の表現と比べて厳しく
規制されている（正解×） と （法意見）政

治に関することについて他人の考え方や行
為を批判することは、相手を傷つけるので、
できるかぎり慎むべきだと思う。 
⑥（法知識）被疑者を警察官が逮捕する前に、
原則として、警察官は警察署長から逮捕令状
を発行してもらう必要がある（正解×） と 
（法意見）安全・安心な社会を守るためには、
警察が、厳格なルールにしばられずに、犯罪
を行う危険のある人物を監視し、取り締まる
ようにすべきであると思う。 
⑦国民が裁判に参加する制度を設けないこ
とは、国民主権に反する（正解×） と （法
意見）将来、裁判員に選ばれた場合、必ず参
加しようと思う。 
⑧（法知識）日本国憲法では、被疑者や被告
人は、取り調べや裁判のときに、自分が犯し
た罪をすべて正直に言わないといけないと
定められている（正解×） と （法意見）被
疑者・被告人は真実を明らかにするために知
っていることを正直に話すべきだと思う。 
⑨（法知識）日本国憲法では拷問は禁止され
ているが、拷問によって得た自白が真実であ
るなら、その自白を有罪の証拠としてもかま
わない（正解×） と （法意見）多くの人命
にかかわる重大な犯罪が発生しようとして
いる場合、共犯者と考えられる人に自白を強
要してもいいと思う。 
 これらの項目のうち、特に、「自白」「逮捕
令状」「表現の自由」について、「性別等」「社
会階層」（独立変数①：属性要因）、「中学校
時代の学習経験」（独立変数②：入学前要因）、
「高校における学習経験（主として社会科の
学習経験）」（独立変数③：在学機関の教育要
因）と「法知識と法意見の乖離」がどう関連
付いているのかについて、検討を行った。そ
の結果、「自白」に関しては、「社会科の経験
は、（正しい法知識と対応する）法意見と実
質的には関係がない」「社会科の経験は、正
しい法知識の形成にプラスになるものとマ
イナスになるものがある」こと、「逮捕令状」
については、「蔵書数の影響が一貫して存在
すること」、「表現の自由」については、「正
しい法知識を有する生徒ほど、日常生活にお
いて、『授業の予習・復習』や『塾・予備校
での勉強時間』が長くなる傾向にあること」
等が明らかになった。また、法意識に関する
調査についても、「法知識と法意見」の齟齬
との関連について検討を行い、かつ、過去の
調査（成人向け）との比較を行った。その結
果、素朴な道徳観との関連において、道徳的
意識が強いほど、法知識と一致しない意見の
傾向があり、「個人主義的ではなく、集団協
調的な価値観」が高校生に見受けられるので
はないか、といった仮説を立てるに至った。   
全体として、「法知識と法意見の乖離」に関
しては、社会科の授業経験よりも、道徳的な
意識、素朴な道徳観が影響している可能性が
高く、社会科の授業経験が「法知識と法意見」
を一致させる上で有効に機能していない実
態が明らかになった。 



（2）質問紙調査の結果を受けたプログラム
開発とその実践結果 
 質問紙調査の結果を受けて、（1）の⑧「黙
秘権」と⑨「自白強要の禁止」をテーマにし
た授業を開発し、2 校で実践した。2 校で実
施した授業は、若干構成が異なるが、授業で
は、「黙秘権」や「自白強要の禁止」の意義
を法学的な理論（刑事訴訟法）と「黙秘権」
が成立した歴史的背景、「うそによる自白誘
導の可能性」「黙秘権がなければ、立証責任
を検察官ではなく、被告人が負うことになる
可能性」等を踏まえたものとなっており、具
体的かつ理論的な授業となっていた。なお、
授業の合間に、生徒には、前述した 4(1)⑧や
⑨の質問や他の関連質問を行った。他、授業
前後のアンケートも実施した。A 高校の結果
分析から、A 高校では、法知識としての「黙
秘権」や「自白強要の禁止」の意義の理解度
は高まったが、法意見としての「黙秘権」の
存在については、変容がほとんど見られなか
った。授業の構成要素であった「取り調べに
おいて拷問や暴力が加えられない限り、自白
することない」という問いでは、授業前と後
では、「自白する可能性が高い」という知識
の理解度は高まっており、かつ、「たとえ、
長期にわたって抑留、拘禁されて取り調べを
受けたとしても、本当に罪を犯していなけれ
ば、自白することはない」という問いでは、
授業前と後では、「自白する可能性が高い」
という知識の理解度は高まっている。しかし、
事実認識を積み重ねたとしても、法知識に対
応した法意見の変容が見られなかった。 
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